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要約

近年，デジタルテレビジョンや高速無線 LAN(Local Area Network)など様々な大容

量データ通信サービスが普及し，無線通信の広帯域化及び大容量化に対する期待がます

ます高まっている．そこで次世代通信技術であるアダプティブアンテナ技術が現在注目

されている．アダプティブアレーアンテナは昔は軍事目的で研究されており，民生用に

適用するにはコストがかかりすぎると言われていたが，ハードウェアの発達や，信号処

理技術の発達で，汎用的なアダプティブアンテナの実用化に対する期待が高まっており，

もはや夢物語ではなくなったといえる．

アダプティブアンテナの技術は主に到来方向推定技術や適応的な指向性合成技術など

が挙げられるが，実際にシステムを構築して実験的検討を行っている例は少ない．本論

文では，これまでに確立された適応信号処理技術を実際の伝搬環境においてどのよう

に動作するか，実際にアレーアンテナ実験システムを用いて伝搬実験を行い，得られた

データから様々な信号処理評価を行った．

まず電波暗室内において伝搬実験を行い，良好な伝搬環境においては，MUSIC(MUltiple

SIgnal Classification)法は，到来波数が既知の条件下において，ビームフォーマ法に比べ微

弱な電波の到来方向を正確に推定することができることを確認し，DCMP(Directionally

Constrained Minimization of Power)は，所望波の到来方向が正確に推定できれば非常

に有効な手法であるということを確認した．

次の段階として，屋内伝搬環境において，MUSIC法と，ビームフォーマ法の到来方

向推定に基づくBER(Bit Error Rate)特性の評価を行った．その結果として，屋内環境

下では，ビームフォーマ法による到来方向推定による BER特性は，MUSICのそれとほ

ぼ同等の特性が得られ，ビームフォーマ法のロバスト性が示された．更なる段階として，

簡易な構造のビームステアリングアレーの性能評価実験を行い，その有効性を確認した．

異なる屋内モデルにおいて，場所率特性の評価を行った結果，受信のみを考えると屋

内多重波環境に最も適した指向性合成法はMRC(Maximum Ratio Combine)であること

を確認した．また，上りと下りの周波数が異なる FDD(Frequency Division Duplex)通

信方式を考えた場合，MRCでは受信時の指向性をそのまま下りに用いることができな

いため，到来方向推定を用いたビームステアリングが有効であるという結論に至った．
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第 1章

序論

「いつでも，どこでも，だれとでも」と言われていた無線通信への要求がほぼ実現し

ている現在，ディジタルテレビや高速無線LAN(Local Area Network)等，サービスの多

様化とともに現在のシステムの容量を上回る需要が発生すると予想されており，大容量

かつ高速で高品質なシステムへの要求が高まっている [1][2][4]．これらのシステムにお

いては克服しなければならない課題がいくつか存在する．高速伝送であるため符号間干

渉の発生確率が高くなり，ビットあたりの電力が低下する．また高伝送レートを実現す

るためにはマイクロ波・ミリ波といったより高い周波数の使用が必須となり，このため

に伝送損失の増加が問題となる．さらに陸上通信においては，基地局と端末局の電波の

伝搬路が見通しになることは少なく，マルチパスフェージングが生じ（図 1.1），何らか

のフェージング対策が必要となる．これらの問題を解決する有効な手法の一つとしてア

ダプティブアンテナが挙げられ，現在盛んに研究が行われている [1][12][13]．

図 1.1: マルチパス環境の概念図
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図 1.2: アダプティブアレーアンテナの構成図

アダプティブアレーアンテナとは，空間的なチャンネルの再利用を行うため適応信号

処理を利用した通信システムであり，複数のアンテナで構成されるアレーアンテナにお

いて，各アンテナ出力に複素 ウェイト (weight)を乗じたのち合成すると，アレーアン

テナの指向性が変化する．アダプティブアレーは，制御アルゴリズムに基づいて各アン

テナ出力のウェイトを決定し，周囲の状態の変化に適応しながら指向性を最適に制御し，

通信品質を向上させるシステムである (図 1.2)．

アダプティブアレーアンテナを用いた主な技術は，所望の信号の到来方向に対しては

利得を上げ，不要な信号の到来方向に対しては，アンテナ指向性の利得が著しく落ちる

点（ヌル点）を向けるといったアンテナの適応的な指向性合成の技術が挙げられる．ま

た，近年 FDD(Frequency Division Duplex)といわれる上りと下りの周波数が異なる通

信方式が主に用いられるため [8]，アレーアンテナを用いて電波の到来方向を推定する

到来方向推定 (Direction of Arrival Estimation)の研究も盛んに行われるようになってき

た．しかし，それらはシミュレーションによる検討が多く，アレーアンテナシステムを

用いた実験的な検討はあまりなされていないのが現状である．

そこで本研究の目的は，今までシミュレーションで盛んに研究が行われてきた適応信

号処理が実際の伝搬環境でどのように動作をするか実験的に検討することである．

以下に本論文の構成を示す．第 2章では，今まで盛んに研究が行われ，確立されたア

レーアンテナを用いた適応信号処理技術について触れ，本研究で用いたアルゴリズムを

重点的に説明する．また，本研究において提案した指向性合成法を説明する．第 3章で
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は，アレーアンテナの実験システムの構築について説明し，データの送受信，同期，サ

ンプリング法について説明し，使用した測定機器の概要を説明する．第 4章では，第 3

章で構築したアレーアンテナ実験システムを用いて電波暗室内や屋内伝搬環境において

伝搬実験を行い，第 2章で述べた様々な適応信号処理を用いて受信された信号を解析し，

実伝搬環境でそれらの適応信号処理がどのように動作するのか，BER(Bit Error Rate)

特性や場所率特性といった形で評価する．第 5章を，本研究の結論とする．
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第 2章

アレーアンテナを用いた適応信号処理

技術

本章では今まで確立されたアレーアンテナを用いた適応信号処理技術のうち，本研究

の実験的検討で用いた到来方向推定技術と指向性合成技術を重点的に説明する．また，

本研究において提案した指向性合成法についても述べる．

2.1 アレーアンテナモデル

アダプティブアレーの仕組みを簡単に説明する．アダプティブアレーの基本的な動作

は，波の干渉という概念で説明できる．これを説明するために図 2.1のようなM 個のア

ンテナ素子が直線状に等間隔 dで並べられたアレーアンテナを使用する [7]．

d d

2d sin

d sin

x1(t)x2(t)x3(t)xM(t)

s(t)

図 2.1: アレーアンテナモデル
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この図では基本的な動作を説明するために受信のみを考え，周波数変換部や増幅器な

どの部分は省略してある．今，電波（平面波）s(t)が正面方向から角度 θで入射した場

合，m番目のアンテナ素子で受信される信号を x(t)とする．このとき空間的なアンテナ

素子の配置より，隣り合った素子では電波の伝搬路に dsinθの距離の差があることがわ

かる．従って，cを波の伝搬速度とすると，1番目の素子とm番目の素子では電波の到

来に

τm(θ) =
d sin(θ)

c
(m − 1) (2.1)

の時間差が生じる．これより観測時に雑音がない場合，ある時刻 tに１番目の素子で受

信される信号を x1(t) = s(t)とすれば，m番目のアンテナ素子で受信される信号 xm(t)

は，

xm(t) = s (t − τm(θ)) (2.2)

= s

(
t − d sin(θ)

c
(m − 1)

)
(2.3)

= s

(
t − d sin(θ)

fcλc

(m − 1)

)
(2.4)

と表現できる．

アレーアンテナを用いた適応信号処理技術は主に到来方向推定と指向性合成（アダプ

ティブビームフォーミング）である．到来方向推定と指向性合成の主要な手法の概要を

以下の節で説明し，その特性を比較する．

2.2 到来方向推定法

本節では，本研究で用いた代表的な到来方向推定アルゴリズムであるビームフォーマ

法とMUSIC法について説明し，それらの特性を比較する．また，他の到来方向推定ア

ルゴリズムについても簡単に説明する．

2.2.1 ビームフォーマー (Beamformer)法

ビームフォーマ法はもっとも基本的で伝統的な到来方向推定アルゴリズムで，その名

の通り，一様励振 (uniform)アレーアンテナのメインローブ（メインビーム）を全方向

にわたって走査しアレーの出力電力が大きくなる方向を探す方法である [2]．アレーアン

テナのメインローブを角度 θに向けるためには共相条件（同相になるように位相を揃え
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る条件）より各ウエイトを次のように設定すればよい．

wk = exp
(
−j

2π

λ
dk sin(θ)

)
(2.5)

この角度 θを−90◦から 90◦まで変化させ，アレーの出力電力のピークを探すのである．

上記のウエイト成分を持つウエイトベクトル：

W =
[
exp

(
−j

2π

λ
1k sin(θ)

)
, · · · , exp

(
−j

2π

λ
Kk sin(θ)

)]T
≡ a(θ) (2.6)

は角度 θを変数にもち通常，モードベクトル (mode voctor)と呼ばれ，a(θ)と記述され

る．このときのアレー出力電力は

Pout =
1

2
aH(θ)Rxxa(θ) (2.7)

と表される．ビームフォーマ法による角度分布（角度スペクトラム）は，この出力電力

関数を正規化し，

PBF =
Pout

aH(θ)a(θ)/2
=

aH(θ)Rxxa(θ)

aH(θ)a(θ)
(2.8)

として得られる．こうして，入力の相関行列Rxxとモードベクトルa(θ)を用いてPBF (θ)

を構成し，θを変化させたときの PBF (θ)のピークの位置から到来方向が分かり，ピーク

の高さから到来波の入力電力を知ることができる．この方法はアレーアンテナの開口長

(素子数)により分解能が決定され，素子数が少ない場合は分解能が期待できないが，環

境に対してロバストであり，演算量が FFT(Fast Fourier Transform)と等価なのでハー

ドウェアへの実装を考えると最も扱いやすいアルゴリズムといえる．

2.2.2 MUSIC法

MUSIC(MUltiple SIgnal Classification)法は受信信号の相関行列Rxxの固有値，固有

ベクトルを用いる手法であり，単純なビーム走査であるビームフォーマ法に比べて分解

能が高い．ここではその原理について簡単に述べる [7]．受信信号の相関行列 Rxxは次

式で表すことができる．

Rxx = E[X(t)XH(t)] = ASAH + σ2I

S = E[F (t)F H(t)] (2.9)

このとき相関行列RxxはランクLのエルミート行列となり，その固有値λi(i = 1, 2, · · · ,M)

と固有ベクトル vi(i = 1, 2, · · · ,M)により分解することができる．
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Rxx = ASAH + σ2I

= V ΛV H (2.10)

Λ =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣

λ1 0 0

0
. . . 0

0 0 λM

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦ (2.11)

V = [v1,v2, · · · ,vM ] (2.12)

このようにRxxに対して固有値分解を行うと，固有値 λiと固有ベクトル viが得られる．

このときRxxの固有値は

λ1 ≥ ... ≥ λL ≥ λL+1 = ... = λM = σ2 (2.13)

となることが知られている [7]．ここで式熱雑音電力に等しいM − L個の固有値に対応

する固有ベクトルで張られる空間を雑音空間，熱雑音より大きい L個の固有値に対応す

る固有ベクトルで張られる空間を信号空間と呼び，これらは互いに直交補空間の関係に

ある．これを用いると相関行列Rxxは次のように分けることができる．

Rxx = V sΛsV
H
s + V uΛuV

H
u (2.14)

= V sΛsV
H
s + σ2V uV

H
u (2.15)

V s ≡ [v1, · · · ,vL],V u ≡ [vp+1, · · · ,vM ] (2.16)

ここでΛsは 1から L個までの固有値を対角成分に持ち，それ以外は全て 0である行列,

Λuは L + 1からM 個までの固有値を対角成分に持ち，それ以外は全て 0である行列で

ある．式 (2.9)と式 (2.16)の両辺に V uと V H
u を左右からかけて整理すると，

V H
u A = 0 (2.17)

が導かれ，これより雑音空間のベクトルと行列Aを構成している到来方向の方向ベク

トルが直交することがわかる．このことを利用したのがMUSIC法で，式 (2.6)で表され

るモードベクトルのうち，雑音ベクトルとの内積が 0となる角度が到来方向ということ

になる．MUSIC法でも前節のビームフォーマのように，スペクトラムを定義してその

ピークから到来方向を推定する．ただし，ビームフォーマと違いピークの高さと到来波

の電力は無関係なので，電力については別途計算する必要がある．

PMUSIC =
aH(θ)a(θ)

a(θ)V̂ uV̂
H
u a(θ)

(2.18)
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ここで，̂は推定値の意味である．ここまでは到来波は全て無相関という前提で説明をし

てきたが，到来波の中に相関波が存在する場合は信号（波源）相関行列Sのランクが L

よりも小さくなり，MUSIC法による推定が正しく行えない．そうした場合は，空間平

均法により相関抑圧を行い信号相関行列Sのランク回復をした上でMUSIC法を行う必

要がある．空間平均法の詳細については文献 [2][3]を参照されたい．

Beamformer法とMUSIC法の到来方向推定のシミュレーションの一例を図 2.2に示し，

各到来波のパラメータを表 2.1に示す．ビームフォーマ法が近接した到来方向が分離で

きていないのに対して，MUSIC法は 3波とも分離しており，高い分解能が確認できる．

表 2.1: 各到来波パラメータ

第 1波 到来角 　　　: 　θ1 = −30◦

電 　力 　　　: 　P1 = 1.0

第 2波 到来角 　　　: 　θ2 = 0◦

電 　力 　　　: 　P2 = 1.0

第 3波 到来角 　　　: 　θ3 = 10◦

電 　力 　　　: 　P3 = 0.5

アンテナ素子数:8素子

到来波モデル:完全無相関
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ag
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図 2.2: ビームフォーマ法とMUSIC法の到来方向推定の一例

8



2.2.3 その他の到来方向推定法

これら以外にも様々な到来方向推定法があるが，それらの一部を簡単に紹介する．詳

しくは以下の文献を参照されたい [2]．

• Capon法

サイドローブで他の波を受けてしまうビームフォーマ法の欠点を改善したアルゴ

リズムで，ある方向にメインローブを向けると同時に他の方向からの出力への寄

与を最小化することによりビームフォーマ法に比べより正確な到来方向が求めら

れるが，後述するDCMP(Directionally Constrained Minimization of Power)と同

じ原理であるので，当然演算量が大きくなる．

• 線形予測 (Linear Prediction)法

この方法はヌルを到来波に向けて到来方向推定する手法である．ビームフォーマ

法やCapon法はビーム幅で分解能が決定してしまうのに対して，この手法はかな

り高い角度分解能で推定できるが，この手法もDCMPと同じ原理で，電力推定は

ビームフォーマ法や Capon法ほど正確ではない．

• ESPRIT法

Estimation of Signal Parameters via Rotational Invariance Techniques の略であ

り，サブアレーアンテナ間の回転不変式の関係に基づき到来方向を求めるアルゴ

リズムである．MUSICと同じく相関行列の固有値展開によって求められるが，こ

の手法は前もってアレーアンテナの応答値を測定しておく必要がないという点が，

MUSICとは大きく異なる．
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2.3 指向性合成法

本節では本研究で主要的に用いた適応指向性合成法の概要を説明する．到来方向推定

不要のアダプティブアルゴリズムであるMMSEアダプティブアレーと，到来方向推定に

基づいたアルゴリズムである DCMPアダプティブアレーを中心に説明する．また，他

の指向性合成法についても簡単に説明する．

2.3.1 MMSE(Minimum Meam Squared Error)

MMSEはアダプティブアレーの代名詞といわれるほど基本的で有名なアルゴリズムで

ある．MMSEアダプティブアレーは LMS(Least Mean Square)アダプティブアレーとも

呼ばれ，所望のアレー応答である参照信号と実際のアレー出力との 2乗誤差を最小にす

ることによって最適なウエイトを決定するシステムである．以下にMMSEアダプティ

ブアレーの最適ウエイトの導出法を簡単に説明する．

最小化の対象となる誤差信号 e(t)，すなわち，所望のアレー応答（参照信号）r(t)と

実際のアレー出力信号 y(t)との差は次式で与えられる．

e(t) = r(t) − y(t) = r(t) − W HX(t) (2.19)

これらから，誤差信号の 2乗の期待値（平均 2乗誤差）は次のように表される．

E
[
|e(t)|2

]
= E

[
|r(t) − y(t)|2

]
= E

[
|r(t) − W HX(t)|2

]
(2.20)

= E
[
|r(t)|2

]
− W T r∗

xr − W Hrxr + W HRxxW (2.21)

ここに，rxrは参照信号と入力ベクトルとの間の相関ベクトルであり，次式で定義される．

rxr
�
= [X(t)r∗(t)] (2.22)

= [E[x1(t)r
∗(t)], E[x2(t)r

∗(t)], · · · , E[xK(t)r∗(t)]]T (2.23)

ウエイトベクトルW を適切に選ぶことによって式 (2.21)の平均 2乗誤差を最小にする

のが目的である．式 (2.21)はウエイトベクトルW の 2次関数である，相関行列Rxxが

正定値であるので極値が唯一の最小値となる．それゆえ，平均 2乗誤差を最小にするウ

エイトベクトルW の値（最適ウエイト）は式 (2.21)のウエイトベクトルに関する勾配

を零とおく，すなわち，

∇WE
[
|e(t)|2

]
= 0 (2.24)

10



によって求めることができる．上式中の∇WE[|e(t)|2]は平均 2乗誤差のウエイトベクト

ルに関する勾配であり，ベクトルによる微分演算法を用いると，

∇WE
[
|e(t)|2

]
= −2rxr + 2RxxW (2.25)

と得られるので最適ウエイトW optは次式で与えられる．

W opt = R−1
xx rxr (2.26)

これはウィーナ (Wiener)解と呼ばれる．

最適なウエイトが導出されると，受信側で送信側の参照信号と相関が高い方向に対し

てビームを向け，相関が低い方向に対してヌルを向けるといったビームパターンになる．

送信側の信号が既知であればこのアダプティブアルゴリズムはキャリブレーションも到

来方向推定も必要ない．このことから，送信側の信号が既知であるという条件下におい

ては，最適な受信ビーム形成法といえる．

2.3.2 DCMP(Directionally Constrained Minimization of Power)

DCMP 法は，受信時に電波の到来方向推定を行い，方向拘束付出力電力最小化法

(DCMP:Directionally Constrained Minimization of Power)により最適ウエイトの導出

を行い，ビーム形成を行う．以下に具体的な方法を説明する．

DCMPの基本原理は，次式のウエイトに関する拘束条件の下で出力電力を最小化す

ることである．

CT W ∗ = H (2.27)

C = [C1,C2, · · · ,CN ] (2.28)

H = [H1, H2, · · · , HN ]T (2.29)

ここで，Cは拘束行列，Hは拘束応答ベクトルである．

不要波成分を抑圧するには，アレーの出力電力を最小化することが単刀直入な方法で

ある．しかし，単に出力電力を最小化すると所望波成分も抑圧され，本来の目的が達成

できなくなる．DCMPの基本原理は，式 (2.27)で表されるウエイトに関する拘束条件の

下で出力電力を最小化することである．これにより，拘束条件で保護された所望成分は

そのままで，その他の成分（干渉波，内部雑音）が出力電力最小化により抑圧され，そ

の結果として高い SINRが得られる．ただし，拘束条件を設定するためには，搬送波周

波数はともかくも所望波が到来する方向が既知でなければならない．
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上記の基本原理を定式化すると次の式のように表される．

W (Pout =
1

2
W HRxxW )

subject to CT W ∗ = H (2.30)

上記のような条件付最小化問題は Lagrangeの未定係数法を用いて解くことができる．こ

うして最適ウエイトW optは，

W opt = R−1
xx C(CHR−1

xx C)−1H∗ (2.31)

となる．DCMP法とは．所望信号の到来方向が既知であれば，最適なウエイトを導出し

てくれるアルゴリズムである．FDD(Frequency Division Duplex)方式では，上りと下り

の周波数が異なるので，先ほど述べたMMSEで受信した場合受信した指向性をそのま

ま下りに用いることができない，下りの最適なビームを形成するには別個到来方向を推

定する必要がある．それ故このアルゴリズムは FDD方式に適しているといえる．しか

しながらこのアルゴリズムは到来方向推定に少しでも誤差があると，所望波に対しても

ヌルを形成してしまい正常に動作しない，この不具合を解消するために，ヌルの形成を

鈍化させたテイムドアダプティブアレーが提案されている．詳しくは後で述べる．

MMSEとDCMPの指向性パターンを図 2.3に示す．各到来波のパラメータは表 2.2の

通りである．比較対象としてビームステアリングを載せる．ビームステアリングが所望

方向 (20◦)にメインビームが向いているだけなのに対して，MMSE，DCMP共に不要波

到来方向 (−60◦, 10◦)に対してヌルを形成し，所望方向に対してビームを向けているの

が分かる．

表 2.2: 各到来波パラメータ

第 1波 到来角 　　　: 　θ1 = −60◦

第 2波 到来角 　　　: 　θ2 = 10◦

第 3波 到来角 　　　: 　θ3 = 20◦

アンテナ素子数:8素子

到来波モデル:完全無相関

希望波:第 3波
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図 2.3: 一様励振，MMSE，DCMPビームフォーミングの比較

（希望波：20◦，不要波：10◦，−60◦）

2.3.3 その他の指向性合成法

MMSE，DCMP以外にも多くの指向性合成法が存在するが，ここではその一部を簡

単に紹介する．詳しくは以下の文献を参照されたい [2][7]．

• CMA

Constant Modulus Algorithmの略で，定包絡線信号を対象としたMMSEアダプ

ティブアレーの変形とも言えるアルゴリズムである．所望信号が包絡線一定の性

質を持つという条件を満たしていれば，MMSEのような参照信号を必要としない

ので，予備知識不要のブラインド処理が可能となるが，安定した動作はあまり期

待できない．

• Zero Forcing

アレー出力に干渉波が全く現れないW を実現するアルゴリズムである．干渉波を

強制的に 0にすることからこの名称がつけられている．各複素ウエイトがすべて

0(W = 0)のとき，出力に干渉波は現れないが希望波も得られないので，希望波に

対してビームを向ける拘束を与えることにより，正常に動作する．
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2.4 指向性合成提案法

本研究の第 4章に述べる実験的検討を進めていくに伴い，以下に示すような指向性合

成法を提案したのでそれらの基本原理と特性について説明する．

2.4.1 DCMPアダプティブアレー改良版

DCMPアダプティブアレーは所望波の到来方向を既知として動作するが，実際の通

信系においては，伝搬路のゆらぎや，アンテナの設置および組み立て不備，またはアン

テナ自体の動きなどが原因で受信側で指定した所望波到来方向（拘束方向）以外から実

際の所望波が到来する可能性が高い．わずかの設定誤差（指向誤差）存在しても所望波

が妨害波とみなされ抑圧されてしまい，入力 SNRが高いほどこれによる出力特性の劣

化は著しい．アンテナの素子間相互結合によっても同様の劣化が生じるということが報

告されている．また，所望波と相関のある妨害波（相関性干渉波）が入射する場合にお

いても，所望波が相関性干渉波によって相殺されてしまう．このような所望波抑圧（相

殺）を防ぐための改良システムの一つとして擬似雑音によってシステムの除去能力を幾

分鈍化させたテイムドアダプティブアレー (Tamed Adaptive Array)がある．このテイ

ムドシステムの最適ウエイトは次式で与えられる．

W opt = R̂
−1

xx C(CHR̂
−1

xx C)−1H∗ (2.32)

R̂xx = Rxx + αI (2.33)

ここに，αは正の実数で擬似雑音電力値を表している．式の最適ウエイトは次の評価関

数の最小化から得られる．

QW =
1

2
W HRxxW +

1

2
αW HW + Re[ΛT (CT W ∗ − H)] (2.34)

上式の右辺第 2項はウエイトベクトルのノルムを最小化するので，テイムドアダプティ

ブアレーはウエイトのノルム拘束付き DCMPアダプティブアレーと言える．上述のよ

うな所望波相殺問題が生じる状況で所望波を保護するには，α = KPsと選べば良く，Ps

（素子あたりの所望波入力電力）の値もおおよその見積もりでよい．

以下に電波暗室内の実験モデルにおける DCMPアダプティブアレーの改良版の検討

結果を示す．各到来波のパラメータを表 2.3に示し，擬似雑音の付加に対するDCMPの

挙動特性を図 2.4に示す．
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表 2.3: 各到来波パラメータ

第 1波 到来角 　　　: 　θ1 = −27◦

第 2波 到来角 　　　: 　θ2 = 27◦

アンテナ素子数:4素子

到来波モデル:完全無相関

希望波:第 1波
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(a) α = 0
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(b) α = 1000
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(c) α = Ps

図 2.4: 雑音付加に対するDCMPアダプティブアレーの挙動特性

（所望波到来方向：−27◦，不要波到来方向：27◦）

図 2.4が示すとおり，擬似雑音 αが 0の場合は所望波方向に対してもヌルを向けてし

まい，αを大きくするに従って一様励振パターンに近づく．適当な擬似雑音 α = Psを

付加することにより，良好な DCMPの挙動を示しているのが確認できる．これらのこ

とから，実環境でDCMPアルゴリズムを用いるには，擬似雑音を付加したDCMPアダ

プティブアレー改良版が有効である．
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2.4.2 ビームステアリング改良版

この手法は，到来方向推定に基づくビーム形成法であり，推定された方向に対してア

レーアンテナの主ビームを向けるといった簡単な構成のビームステアリングを改良した

ものである（図 2.5）．従来のビームステアリングは図 2.5の左側に示すように，まず到

来方向推定を行い，推定された方向に対して主ビームを形成し，同期処理を行った後に

復調するといったシステムである．それに対してビームステアリングの改良版は図 2.5

の右側に示すように，主ビームを推定された方向に向ける処理を行った後に，アンテナ

の各チャネルに受信電力を乗算するシステムである．

DOAE, Beam

Output

DOAE ,Beam

1A 2A KA

Output

図 2.5: ビームステアリング従来法と改良版

従来のビームステアリングのウエイトW BSは以下のように表すことができる．

W BS = exp

(
−j2π

d

λ
sin θ0

)
d = [d1, d2, · · · , dk ]

T (2.35)

dは基準点より測った素子の位置であり，θ0は到来方向推定された角度 (所望波)である．

ビームステアリング改良版のウエイトは式 (2.35)の各チャンネルに受信電力Aを乗算

して得ることができる．ビームステアリング改良版のウエイトW MBSは以下の式で表

すことができる．

W MBS = A exp

(
−j2π

d

λ
sin θ0

)
A = [A1, A2, · · · , Ak]

T (2.36)

A = diag(Rxx) (2.37)
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受信電力Aは式 (2.37)に示すように相関行列Rxxの対角成分で表すことができる．第

4章での屋内伝搬環境モデル (4.2.2参照)のある受信点におけるビームステアリングの従

来法と改良版の検討結果の例を示す．パラメータ諸元を表 2.4に示し，ビームステアリ

ング従来法と改良版のビームパターンとコンスタレーションを図 4.13に示す．

表 2.4: パラメータ諸元

受信アンテナ素子数:8素子

ビームフォーマ法による到来方向推定結果:21◦

変調方式:16QAM
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図 2.6: ビームステアリング従来法と改良版のビームパターンとコンスタレーション

図 4.13が示す通り，ビームステアリングの改良版のコンスタレーションは，従来法に

比べて若干ではあるが，本来あるべき 16QAMの信号点配置に近づいているのが確認で

きる．これらのことからビームステアリング改良版のシステムを用いることにより，従

来のビームステアリングよりも演算量は多少大きくなるが，受信電力が大きい素子のウ

エイトの比重を大きくすることにより，より効率的な受信を行うことができる．
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第 3章

アレーアンテナ伝搬実験システムの構築

本章では，アレーアンテナ伝搬実験システムの構築について説明する．先ず，本研究

で用いた測定機器の概要と，変調から送信，受信から復調の手順を説明をする．次に実

験で用いたサンプリング法や同期の取り方を説明する．

3.1 BER測定システムにおけるデータ送受信

3.1.1 変調および送信

変調から送信までの手順を説明する [4]．まずM系列 (Maximal-length sequences)の

0と 1のバイナリ信号を生成する．M系列とは，ある長さのシフトレジスタとフィード

バックによって生成される符号系列のうち，その周期が最長になる系列の事を呼び，優

れた相関特性を持っている符号系列である．M系列信号を用いることにより，1シンボ

ル以上の遅延波を完全な無相関波として区別することができる．その生成したM系列バ

イナリ信号を S/P(Serial/Parallel)変換を行い，送信シンボルを生成する．S/P変換とは

バイナリデータをシンボルデータに変換する作業のことである．生成したシンボルを同

期シンボルとデータシンボルに分け，データシンボルを任意の多値数 (2，4，16，…)に

マッピングする．そのマッピングされたデータシンボルに対してアップサンプリングお

よびフィルタリングを行う．そのフィルタリングされたベースバンド信号を任意の (本

実験では送信機の特性上 10.7MHz)周波数の IF(Intermediate Frequency)信号に乗せる．

ここまでの作業は PC上で行った．

送信系のブロック図を図3.1に示し，図3.1の�～�までの各段階の信号の波形を図3.2

に示す．尚，波形生成に使用したソフトウェアはMathworks社のMATLABを用いた．

次に PCと任意波形発生器をGPIBインターフェース及び TCP/IPインターフェース

でつなぎ，PC上で作成した IF信号を任意波形発生器に送る．任意波形発生器から出力
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された IF信号は送信機を通して搬送波周波数までアップコンバートされる．送信系の

概要を図 3.1に示す．本研究で用いた任意波形発生器や送信機の詳細は後述する．
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(Up Sampling)
D/A

MappingS/P

I

Q

NCO

Binary Data

図 3.1: 送信系のブロック図
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3.1.2 受信および復調

受信から復調までの手順を説明する．アンテナから受信されたRF(Radio Frequency)

信号を受信機を通してダウンコンバートし，信号処理を行いやすい IF段まで周波数を落

とす．その IF信号をA/Dボードを通してサンプリングを行い，TCP/IPインターフェー

スを通して PCに受信されたデータを送る．サンプリングされた IF信号をヒルベルト

変換し，ベースバンドの I成分，Q成分に分ける．そのベースバンド信号をフィルタリ

ングし，同期や初期位相を合わせてからダウンサンプリングおよび複素平面上にデマッ

ピングし，信号点の判定を行う．復調されたシンボルを，P/S(Parallel/Serial)変換を行

い，シンボルデータからバイナリデータに変換する．復調されたバイナリ信号と送信側

のバイナリ信号を比較して，BERを評価するといった手順である．

受信系のブロック図を図 3.3に示し，図 3.3の�～�までの各段階の信号の波形を図

3.4に示す．本研究で用いた A/Dおよび受信機の詳細は後述する．
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図 3.3: 受信系のブロック図
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図 3.4: 受信から復調の手順

3.2 同期およびサンプリング法

3.2.1 同期方法

本実験システムでは，複素スライディング相関を用いて同期を行った [4]．複素スラ

イディング相関は，受信信号 xに対して，既知である参照信号を 1サンプルずつスライ

ディングさせて行き，受信信号に含まれる同期データと最も相関が高くなるよう相関係

数 coriを求める手法である．参照信号を r，xを i サンプルシフトしてベクトルの長さ

が参照信号と等しくなるような受信信号を xi とすると，次のような式で表すことがで

きる．

cori =
xi · r∗√

(xi · x∗
i )(r · r∗)

(3.1)

式 (3.1)により求められた相関係数 coriとシフトしたサンプルとの関係を図 3.5に示す．

図 3.5に示すように相関係数が最大となっているサンプル点が最適サンプリング点とな

り，その点から復調を開始することができる．さらに参照同期信号と受信同期信号との

間の複素相関係数の虚数部分を取り除くような位相回転を受信信号に乗算することによ

り，初期位相のずれを補正することができる．これらより，複素スライディング相関に

よって同期と初期位相を合わせることができる（図 3.6）．
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図 3.6: スライディング相関

3.2.2 サンプリング法

本実験システムでは，アンダーサンプリングと呼ばれるサンプリング手法を用いた．

アンダーサンプリングはバンドパスサンプリングとも呼ばれ，ナイキストサンプリング

レート以下のサンプリングレートで標本化を行う方法である．標本化定理から見れば，

信号の最大周波数の 2倍以上でサンプリング（オーバーサンプリング）しなければ元信

号は失われてしまうが，元信号の周波数帯域の 2倍以上でサンプリングを行えば，デー
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タを復元することができるサンプリング法である (図 3.7)．アンダーサンプリングの適

用条件は以下の式で表すことができる．

2fu

n
≤ fs ≤ 2fL

n − 1
(3.2)

2 ≤ n ≤ [
fu

B
] (3.3)

f = fLまたは f = fuにある周波数の成分はエリアシングを起こすので式 (3.2)を満たす

ということは帯域は (fL, fu)の間に必ず存在する．式 (3.2)，式 (3.3)をグラフにしたも

のを図 3.8に示す．Bによって正規化されたサンプリング周波数が縦軸であり，横軸は

バンドポジション fu/Bを表している．V字の内側はエリアシングを起こさずにサンプ

リングすることができる領域であり，色がついていない部分は従来のサンプリングレー

トを用いるとエリアシングが生じる領域である．fs > 2fuの低い帯域の場合は n = 1で

与えられ，図 3.8の左の大きな V 字に一致する．

B

fc

fu

f
0

fs

fL

図 3.7: アンダーサンプリング後のスペクトル

(B:帯域幅，fc:中心周波数，fs:サンプリング周波数)

23



2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

1 2 3 4 5 6 7

B
fu

B
fs

図 3.8: アンダーサンプリングの条件

アンダーサンプリングを行う際に問題になってくるのは A/Dコンバータのクロック

ジッタの影響であるが，クロックジッタの影響が誤り率に与える影響はここでは割愛す

る．以下の文献を参照されたい [5][6]．
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3.3 アレーアンテナ実験システム

本節では前節でのデータ送受信方法や同期，サンプリング処理を用いたアレーアンテ

ナ測定システムの構築の概要を説明する．アレーアンテナ送受信システムの概略を図 3.9

に示す．

     Filtering

(Up Sampling)

VB8000Mapping

S/P
I

Q

NCO

Binary Data

Filtering

A/D
Demapping

P/S

I

Q

NCO

Binary Data

     DBF

Transmitter

   DBF

Receiver

Lo

PC

図 3.9: アレーアンテナ送受信システムの概略

3.3.1 測定機器

送信用，受信用共に 5GHzのスリーブアンテナを用いた（図 3.10）．IF信号発生器は

任意波形発生器である横河電機 (株)のVB8000を用いた（図 3.11）．この任意波形発生

器は最大 4チャネルまで別々の信号を発生させることができる信号発生器である．

アップコンバータ及びダウンコンバータには DBF(Digital Beam Forming)送受信機

を用いた（図 3.12）[9][10][11]．このDBF送受信機はYIG(Yttrium Iron Garnet)チュー

ナブルフィルタを使用しており，2-8GHz間の搬送波周波数を可変で調整できる．一般

的に YIGチューナブルフィルタはコストがかかる為，スペクトラムアナライザまたは軍

事目的で利用されるが，周波数可変という利点からYIGフィルタをこの送受信機に組み

込んだ．4chDBF送受信機のブロック図を図 3.13に示す．
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図 3.10: 受信アレーアンテナ

図 3.11: 任意波形発生器
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図 3.12: 4ch DBF送受信機

YTF RF AMP

ZMX-8GLH

MLFM-42008

ZJL-7G

2Way 02Way 0

SSG

2Way 0

-4

-4

+20dBm

0dBm

ZRON-8G

+12dBm

Gain LPF HPF

LPF P.SHIFT

TUF-1 TFAS-2 PLP-50 PHP-25

MAR-6

MAV-3
RX

IF OUT

PLP-150 MAV-11

JSPHS-150

Gain

Lo

SHIFT

TUF-1 TFAS-2 PLP-50 PHP-25 MAV-3

2Way 0

SSG

Gain LPF HPF

ZRON-8G0dBm

ZMX-8GLH

YTF

MLFM-42008
ZRON-8G

RF AMP

P.SHIFTLPF
2Way 0

2Way 0 JSPHS-150PLP-150 MAV-11

+20dBm

+12dBm

SHIFT

Lo

Gain

TX

IF OUT

-4

-4

図 3.13: 4ch DBF送受信機のブロック図

A/Dコンバータは 4チャネル対応のもの (図 3.14)と 16チャネル対応のものを用いた．

A/Dが取り込める受信点数はメモリの仕様によって限られており，また，周波数オフ

セットが影響してあまりに長い点数を取るとコンスタレーションパターンが回転してし

まい，BERの評価に悪影響を与えるので，2000点～6000点程度の信号を繰り返し送信
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し，受信側では繰り返し同期をとりなおし，復調されたビットが 10000点を超えるまで

復調を繰り返し，BERを計算するといった手順で測定する．こうすることにより，周波

数オフセットの影響を殆ど受けることなく測定を行うことができる．

図 3.14: 4ch ADボード

受信アンテナは 4素子リニアアレーアンテナ，8素子リニアアレーアンテナを用い，4

素子，8素子いずれも半波長間隔で配列した．受信 IF周波数は 40MHzをサンプリング

周波数 32MHzでアンダーサンプリングし，8MHzの信号の折り返し（イメージ信号）を

サンプリングすることになる．

次章で様々な環境でアレーアンテナ伝搬実験を行うが，すべての実験環境に共通した

パラメータを表 3.1に示す．

表 3.1: アレーアンテナ測定システムの諸元

受信アンテナ 半波長間隔スリーブアンテナ

搬送波周波数 5GHz

シンボルレート 4M symbol/s

送信 IF周波数 10.7MHz

受信 IF周波数 40MHz

A/Dサンプリング周波数 32MHz (アンダーサンプリング)
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3.3.2 データ送受信実験

アレーアンテナを用いたデータの送受信が正しく行われているかを確認するために電

波暗室内でデータ送受信の基礎実験を行った．実験で使用したアンテナは 4ch半波長間

隔リニアアレーアンテナを用い，アレーアンテナのブロードサイド方向から見て 0◦方向

から送信した．電波暗室内での送信電力に対するアレーアンテナの BER特性を図 3.15

に示す．
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図 3.15: アレーアンテナ BER特性

図 3.15が示すとおり，各チャネルともに出力電力が大きくなるに従って誤りが少なく

なっており，正常にデータの送受信が行えているのが分かる．素子ごとに BERのばら

つきが見られるのは，アンテナの相互結合の影響と考えられる [8]．また，0◦方向に対

してアレーアンテナのメインビームを向けたときに単純計算だと 6dB特性が改善される

はずがそのようになっていないのは先ほど述べたアンテナ間相互結合とアンダーサンプ

リングによるクロックジッタ等の影響と考えられる [5]．

これらのことから，アレーアンテナのデータ送受信の実験システムが正常に動作する

ことを確認したので，次章はこの測定システムを用いて様々な環境でデータ送受信を行

い，その受信信号を評価する．
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第 4章

アレーアンテナ実伝搬環境実験と受信信

号評価

本章では前章のアレーアンテナ伝搬実験システムを用いて電波暗室内や屋内伝搬環境

において伝搬実験を行い，それらの受信信号を用いてさまざまな適応信号処理を行う．

4.1 電波暗室内におけるアレーアンテナ伝搬実験

本節では理想的な伝搬環境で電波が送受信できる電波暗室において伝搬実験を行った．

これらの受信信号からMUSIC法やビームフォーマ法の到来方向推定精度の比較や各到

来方向推定アルゴリズムの推定結果に基づく出力電力対 BERの特性を評価した．

4.1.1 到来方向推定精度評価

MUSIC法と Beamformer法の到来方向推定の精度を比較する実験を行った．電波暗室

内での測定システムの諸元を表 4.1に示し，伝搬実験システムのモデルを図 4.1に示す．

表 4.1: 測定システムの諸元
受信アンテナ 4素子 5GHz帯半波長間隔スリーブ

変調方式 QPSK

電波到来角 θ1 = −27◦,θ2 = 27◦
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図 4.1: 電波暗室内実験システム

図 4.1が示しているように，受信アレーのブロードサイド方向からみて θ1，θ2の方向

から異なる二つのM系列の信号を生成し，送信した．また，θ1の方向から到来する信

号を所望波，θ2の方向から到来する信号を不要波とした．所望波，不要波共に十分な大

きさの電力で送信し，それぞれ同じ電力にした．ビームフォーマ法及び MUSIC法で到

来方向推定を行った結果を図 4.2に示す．
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図 4.2: 電波暗室内におけるMUSIC法と Beamformerの到来方向推定結果
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図 4.2が示しているように，MUSIC，Beamformer共に実際の到来方向と推定結果の

間に誤差は殆どなく，精度よく推定できているのが確認できる．次に不要波の送信電力

を固定し，所望波の送信電力を 0dB～−20dBと不要波に対して小さくしてゆき，強い

妨害波が存在する環境下におけるMUSIC，Beamformerの所望波に対する到来方向推定

の精度を比較した．MUSIC法とビームフォーマ法の到来方向推定結果を図 4.3に示す．

尚，MUSICの波数は 2波と設定していて，正しく推定されているものとした．両手法

ともに到来方向推定の試行回数は 10回行い，その誤差の平均値をとった．
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図 4.3: Beamformer法とMUSIC法の到来方向推定精度の比較

表 4.2: ビームフォーマ法とMUSIC法の比較

Beamformer法 MUSIC法

・演算量が比較的少ない ・分解能が高い

利点 ・環境に対してロバスト ・微小な電波の方向推定可能

・電力推定も可能 ・相関係数推定が可能

・分解能が低い ・計算量が比較的多い

欠点 ・微小な電波の方向推定が困難 ・波数推定が必要

・相関波・無相関波を区別できな

　い

・推定可能波数がアンテナ素子数

　に依存
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図 4.3からビームフォーマ法は所望波の出力電力が不要波に対して−10dBよりも小さ

くなっていくに従ってだんだん推定誤差が悪くなっているのが分かる．対してMUSIC

法は SIR(Signal to Interference Ratio)が −20dBといった所望波の電力が妨害波に対し

て非常に弱い場合においても到来方向推定誤差が 1度未満に抑えられている．このこと

から MUSIC法は正確に波数が推定されているという条件下では，Beamformer法に比

べて微弱な電波の推定精度が高いという事が分かる．ビームフォーマ法とMUSIC法の

特性の比較を表 4.2に示す．

4.1.2 受信指向性及びBER特性評価

前節からMUSICとビームフォーマの到来方向推定精度を確認したが，次のステップ

として，MUSICとビームフォーマによる到来方向推定に基づくビーム形成を行い，そ

の到来方向推定誤差が BERに与える影響を考察した．

測定システムは前節と同じく図 4.1の θ1の方向から所望の信号を送信し，θ2の方向

から不要の信号を送信した．ビーム形成には DCMP改良版（テイムドアダプティブア

レー）を用いた（2.4.1参照）．このアルゴリズムを用いて所望波の方向に対してビーム

を向ける拘束条件を設けることにより，所望波の方向の信号成分が失われずに不要波を

除去することができる．以後，本論文中でのDCMPはDCMPアダプティブアレー改良

版のことをさす．
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DCMP復調後のコンスタレーション

図 4.4: 指向性パターンとコンスタレーション

図 4.4が示すとおり，一様励振パターンの主ビームを θ1方向（所望波方向）に向けた

のみのコンスタレーションパターンは θ2方向のフェージングの影響を受けているのに対

し，DCMPビームフォーミングを行った後でのコンスタレーションパターンはフェージ

ングの影響を受けずに復調できているのが確認できる．

また，DCMP法を用いてMUSIC法とビームフォーマ法による到来方向推定に基づく

BER特性の実験を行ったが，どちらの手法も SIRが−30dBを下回らない限りBERは 0

となり，良好な特性が得られた．実環境において −30dBを下回る SIRはほとんど考え

られないので演算量を考慮すると実環境下ではビームフォーマ法も有効であると考えら

れる．これらの結果から，DCMPは所望波の到来方向が正確に推定できるような環境下

（例えば角度広がりが小さい見通しの良い郊外など）では，非常に有効なビーム形成法

であると言える．
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4.2 屋内伝搬環境におけるアレーアンテナ伝搬実験

電波暗室内において到来方向推定法の精度や指向性合成法の検討を行ったが，本節で

は 2つの屋内伝搬環境モデルにおいてアレーアンテナ伝搬実験を行い，受信したデータ

に対して様々な信号処理を行う．

4.2.1 BER特性評価

到来方向推定に基づくBER特性評価

本節では屋内伝搬環境においてMUSIC法，ビームフォーマ法の到来方向推定に基づ

くBER評価を行った．測定システムの諸元を表 4.4に示し，屋内伝搬環境のモデルを図

4.5に示す．

表 4.3: 測定システムの諸元
受信アンテナ 4素子 5GHz帯半波長間隔スリーブ

変調方式 QPSK

送信 SIR −20dB～0dB

6.1[m]

6.8[m]
3.8[m]

1.8[m]

4.5[m]

3.0[m]

10.8[m]

6.9[m]2.3[m]

1.0[m]

1.6[

1.3[m]

Receiver Array Antenna : (0m,0m)

Height=2.5[m]

6.1[m]

6.8[m]
3.8[m]

1.8[m]

4.5[m]

3.0[m]

10.8[m]

6.9[m]2.3[m]

m]

Glass door

Concrete wall

(-1m,3m)

(0m,3m)

(1m,3m)

(4m,8m)(-3m,8m)

Desired  Source

Undesired  Source

1 2 3 4

図 4.5: 屋内伝搬環境実験システム

図 4.5が示すとおり送信アンテナの配置を 4通り変えて測定した．2点より系列の異な

る PN(Pseudo Noise)符号を送信し，一方を所望波，他方を不要波とした．ビーム形成
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法には DCMP法を用いた．それぞれの配置に対し，所望波の送信電力を固定し，不要

波の送信電力を所望波に対して 0dBから−20dBまで変化させた.このときの SIRに対す

るBER特性の平均値を図 4.6に示す．SIRが 0dBから 20dBの範囲においては演算量の

少ないビームフォーマ法でもMUSIC法に比べ 2dB程度の劣化に抑えられた．これらの

理由は，アレーアンテナの素子数がそれほど多くないため，ビームの幅が大きくなって

しまい，不要波が除去しきれていないと考えられる．これらのことから屋内伝搬環境に

おいては少ない素子数において，到来方向推定の精度はあまり関係してこないというこ

とが確認できた．また，屋内多重波環境において DCMPと一様励振パターンの主ビー

ムを推定方向に向けただけの特性は殆ど変わらないということも確認した．
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図 4.6: 屋内環境における到来方向推定に基づくBER特性

ビームステアリングアレーの BER特性評価

屋内多重波環境ではMUSIC法，ビームフォーマ法の方向推定に基づく BER特性の

違いがそれほどないことが確認できたので，以後到来方向推定法はビームフォーマ法を

使用し，ビーム形成法は一様励振パターンの主ビームを推定方向に向けただけのもの

（ビームステアリング）を使用する．このシステムを以後ビームステアリングアレーと呼

び，ビームステアリングアレーの BER特性の実験的検討を行った．測定システムの諸

元を表 4.4に示し，屋内環境の測定システムを図 4.7に示す．図 4.7のように見通し内と

見通し外の二通り測定を行った．それぞれの位置での到来方向推定の結果と，−90◦から

90◦までアレーアンテナの主ビームを走査させたときの BER特性の結果を図 4.8に示す．
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表 4.4: 測定システムの諸元
受信アンテナ 4素子 5GHz帯半波長間隔スリーブ

変調方式 QPSK

送信機出力 −50 [dBm]

6.1[m]

6.8[m]
3.8[m]

1.8[m]

4.5[m]

3.0[m]

10.8[m]

6.9[m]2.3[m]

1.0[m]

1.6[

1.3[m]

Receiver Array Antenna : (0m,0m)

Height=2.5[m]

6.1[m]

6.8[m]
3.8[m]

1.8[m]

4.5[m]

3.0[m]

10.8[m]

6.9[m]2.3[m]

m]

Glass door

Concrete wall

(0m,3m)

(4m,8m)

Transmitting Position 1

Transmitting Position 2

図 4.7: 屋内伝搬環境実験システム
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図 4.8: ビームステアリングアレーによる到来方向推定と BER特性
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図 4.8に示すように，到来方向推定された角度と BERの値が小さくなっている角度は

ほぼ一致している．これにより，BF法のパターンの最大値の角度にアレーアンテナの

主ビームを走査することが非常に有効であることがわかる．それぞれの位置で送信した

場合の送信出力に対する平均の BER特性を図 4.9に示す．
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図 4.9: 各受信法による送信電力に対する BER特性

1チャネルで受信した場合に比べて，ビームステアリングアレーのBER特性は約10dB

改善され，MMSEとほぼ同等の特性が得られた．これより，屋内伝搬環境においては，

ビームフォーマ法による簡易なシステムを用いても，その効果は十分に期待できること

を確認した．
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4.2.2 場所率特性評価

先述した実験系はすべて 4chアダプティブアレーで実験的検討を行ってきたが，今回

は 8chでの受信アレーアンテナ（図 4.10）を用いて先述とは異なる屋内伝搬環境におい

て場所率特性の評価を行った．場所率とは測定した点数の中で，あるBERの値を満足す

る点の割合を数値化したものである．受信機は 8chDBF受信機を用い，A/Dは 16chA/D

ボードの 1～8chを用いた（図 4.11）．

図 4.10: 8素子アレーアンテナ

図 4.11: 8ch DBF受信機と 16ch ADボード

この伝搬実験を用いて各種指向性合成法による場所率特性の比較検討を行う．実験シ

ステムの諸元を表 4.5に示し，屋内伝搬環境モデルを図 4.12に示す．図 4.12に示すよう

に送信アンテナおよび送信電力を固定して受信アンテナを 25点配置を換えて測定した．

このとき得られた受信データを復調して各種指向性合成法による場所率特性を検討した．

用いた受信方法は，8chダイバーシチ，8chビームステアリングアレー，ビームステアリ

ング改良版 (2.4.2参照)，MRC(Maximum Ratio Conbine)を用い，それぞれの特性を比

較した．
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表 4.5: 測定システムの諸元
受信アンテナ 8素子 5GHz帯半波長間隔スリーブ

変調方式 16QAM

送信機出力 −60 [dBm]

... Tx. Position 

      (215cm)
... Rx. Position 

      (110cm)

110cm

図 4.12: 屋内伝搬環境実験システム

ここでMRCについて簡単に述べる．MRCとは最大比合成の略で，到来方向推定を

必要としない指向性合成法である．この指向性合成法はフェージングのない環境におい

ては MMSEと等価な受信特性を有することが知られている．アレーアンテナ合成出力

は以下の式で表すことができる．ここで，aiは第 i素子の振幅である．

Pout =
M∑
i=1

aie
−jφiaie

jφi (4.1)

Pout = a2
1 + a2

2 + · · · + a2
M (4.2)

上式のように，各アンテナの振幅の 2乗をそれぞれ加算したものが出力となる．これに

より，受信電力が大きい素子の信号の比重が高くなる．

図 4.12の丸で囲われた受信点におけるビームフォーマ法による到来方向推定結果及び

各種指向性合成法による受信ビームパターンを図 4.13に示す．
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(a)到来方向推定結果（BF法）
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(b)ビームステアリング従来法
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(c)ビームステアリング改良版
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図 4.13: BF法による到来方向推定結果と各種指向性合成パターン

図 4.13の (a)に示すビームフォーマ法による最大受信電力方向（所望波到来方向）は

21◦であり，ビームステアリング従来法，改良版ともにその方向に対してビームステア

リングを行った．図 4.13の (b)が示す通り，ビームステアリング従来法は所望波方向に

対して主ビームを向けるのみであるのに対してビームステアリング改良版 (c)は，ビー

ムフォーマ法の方向推定パターンに近づいているのが確認できる．MRC(d)はこれらの

指向性合成パターンの中で最もビームフォーマ法の到来方向推定結果のパターンに近い

結果であることが確認できる．

前節の図 4.8に示した通り，BER特性はビームフォーマ法の受信電力に対応している

ということを考慮すると，屋内環境（フェージングがほとんど存在しない環境）におけ

る受信指向性は，ビームフォーマ法の到来方向推定のパターンに近づけば近づくほど良

好な受信特性が得られると考えられる．

また，同期処理の視点からMRCとビームステアリングを比較した場合，ビームステ

アリングは同期処理を行う前にビームを形成するので，同期処理は 1回で済むのに対し，

MRCは各チャネル独立に同期処理を行ってからビームを形成するので，素子数が大き
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くなるに従って同期処理にかかる計算量が大きくなる．

各受信法による場所率特性を図 4.14に示す．横軸は BERで，縦軸が指定された BER

を満たす場所率を表している．
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図 4.14: 各受信法による場所率特性

図 4.14の BERの 10−2のポイントで評価すると，一番良好な特性を示しているのは

MRCであることが分かる．次いでビームステアリング改良版，ビームステアリングと

続く．いずれの場合もダイバーシチよりも良好な特性が得られた．ビームステアリング

改良版は従来のビームステアリングに比べて 20％以上も改善され，飛躍的に場所率が

向上している事が確認できる．

これらから 1シンボル以上遅延した波が入射しない環境（フェージングがほとんど存在

しない環境）においては，MRCが最良の指向性合成法だと言える．しかしながらMRC

は，フェージング環境も考えられる基地局アンテナへの適用を考えると，その特性ゆえ

に所望波と不要波の区別を付けることができないので不向きであると考えられる．FDD

システムへの適用を考慮した場合，MRCに迫る受信特性を有するビームステアリング

改良版が適していると考えられる．

以上から，MRCは屋内無線 LANなどの移動端末に適しており，ビームステアリング

は上りと下りの周波数が異なる FDDシステムの基地局アンテナへの適用に向いている

ということが結論付けられる．
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第 5章

結論

本研究では，今まで盛んにシミュレーションが行われてきたアレーアンテナの適応信

号処理技術が，実伝搬環境でどのように動作するのかを実際にアレーアンテナ実験シス

テムを構築して受信信号を評価した結果，以下のことを確認した．

• 電波暗室内に準じるような角度広がりの小さい良好な伝搬環境においては，MUSIC

法は到来波が正確に推定できているという条件下において，ビームフォーマ法に

比べて微弱な電波の到来方向を正確に推定することができることを確認した．

• 電波暗室内に準じるような角度広がりの小さい良好な伝搬環境においては，DCMP

ビームフォーミングは非常に有効な手法であるということを確認した．

• 屋内伝搬環境において，MUSIC法と，ビームフォーマ法の到来方向推定に基づく

BER特性の評価を行い，屋内伝搬環境において，到来方向推定の精度はそれほど

重要ではないことを確認した．

• 屋内伝搬環境において，到来方向推定にビームフォーマを用い，ビーム形成にビー
ムステアリングを用いたビームステアリングアレーの評価を行い，その有効性を

確認した．

• 屋内伝搬環境において，各種指向性合成法による場所率特性の評価を行った結果，
受信だけを考えると，屋内多重波環境で最も適した指向性合成法はMRCである

ことを確認し，FDD通信方式を考慮すると，ビームステアリングアレーの改良版

が有効であるということを確認した．

今後の課題は，実験で得られたデータを用いて，今回の実験的検討で用いなかった指

向性合成アルゴリズムや到来方向推定アルゴリズムを検証することや，MIMO(Multiple

Input Multiple Output)等，他のアレーアンテナシステムと有効性の比較を行うことな

どが挙げられる．
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